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フリーランス協会について

「誰もが自律的なキャリアを築ける世の中へ」

企業

政府・
自治体

社会・
世論

①政策を実現する

③マーケットを作る

フリーランス向けベネフィットプラン

賠償責任保険（自動付帯・最大1億円）、収入・ケガ・介護の保険、
報酬トラブル弁護士費用保険「フリーガル」、福利厚生サービスWELBOX、
会計税務・法務サービス、WiFi、全国112箇所のコワーキング等の優待

コミュニティ・ネットワーク形成

4拠点（関東、東海、関西、福岡）を中心に、全国で活動中

政策提言

働き方に中立な社会保険制度、契約トラブル防止など、フリーランス・
副業人材の環境整備のため提言を行い、関係省庁と連携して政策を実現

調査・白書

フリーランス白書（毎年1回発行）の他、地方での就労への関心、副業
解禁企業の運用、契約トラブル、ハラスメントなど広範なテーマで調査

地方創生

ワーケーションツアーの企画・開催、マッチング合宿の企画・開催、
関係人口創出に関するコンサルティング、自治体との連携協定

ジョブ創出

副業・兼業人材活用コンシェルジュ「求人ステーション」、フリーラン
ス版イエローページ「フリーランスDB」、フリーランスパートナーシッ
プアワード開催（年1回）

キャリア支援

各種キャリアアップイベント開催（個人向け）、50代からの自律人材
育成研修（法人向け）、フリーランス＆パラレルキャリア支援アドバイ
ザー育成

情報発信

フリーランス向けオウンドメディア「フリパラ」

国内最大規模の
フリーランスネットワーク

自分の名前で仕事をしたい人のためのインフラ＆コミュニティ

②認識を変える

政策提言

調査・白書

フリパラ

キャリア支援

ベネフィット
プラン

地方創生

ジョブ創出

1
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会員規模

2

49,890人

フォロワー数

225社

法人会員数
（メルマガ、SNS）

※2021年6月1日現在

7,538人

一般会員数
（有料会員）

国内最大規模のフリーランス人材ネットワーク
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入会条件

・フリーランスとして働いている方

・兼業副業をしている会社員の方

・フリーランスやパラレルキャリアを目指すすべての方

※資格や職種、ご経歴、開業届の提出有無を問わず、
どなたでもご入会いただけます。

フリーランス協会の活動は、会員の皆様の
会費によって支えられています

フリーランスのインフラ「ベネフィットプラン」

3

コワーキングスペース

金融
サービス

通信・印刷

収入・ケガ・介
護の保険

賠償責任
補償

健診・人間
ドッグ

弁護士費用
保険

会計・税務
子育て・家事

支援

キャリア
開発

契約・法務

フリーランス&副業ワーカーのお得と安心を年間1万円で！
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フリーランスとは
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独立系
フリーランス
（雇用関係なし）

副業系
フリーランス
（雇用関係あり）
※派遣・アルバイトを含む

経営者
（法人成り、
マイクロ法人）

個人事業主
（開業届提出者）

すきまワーカー
（定年退職者、
主婦、学生など）

小規模事業者

雇用×

経営者

雇用×

個人事業主
雇用×

すきまワーカー
雇用×

雇用

業務委託契約など
（請負契約・
準委任契約） 雇用

業務委託契約など
（請負契約・
準委任契約）

雇用 起業 雇用雇用

「特定の企業や団体、組織に専従しない独立した形態で、
自身の専門知識やスキルを提供して対価を得る人」

⇒雇用ではなく、業務委託・自営で
会社の看板ではなく、自分の名前で

広義のフリーランス

5

出典：「プロフェッショナルな働き方・フリーランス白書2018」
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社会的背景

6

課題：
労働人材不足と
経済縮小

機会：
独立・副業の敷居が
低下

多様な働き方が
可能＆求められる時代に

複合的な要因から、この5年間にフリーランスへの注目が高まっている

ムックとしては異例の
1万5千部のベストセラー

一億総活躍

70歳までの就労機会確保

関係人口創出

人生100年時代

副業解禁

オープンイノベーション

スキルシェア
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フリーランス人口推計
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出典：「フリーランス実態調査結果」（令和２年５月内閣官房日本経済再生総合事務局）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/zensedaigata_shakaihoshou/dai7/siryou1.pdf

2020年の「広義のフリーランス」人口は462万人との試算
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フリーランスの多様性
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出典：フリーランス協会「独立・副業の手引き」に加筆
https://www.freelance-jp.org/start_freelance

アナウンサー

通訳

ネイリスト

エステティシャン料理研究家

俳優

イベント
プロデューサー

習い事講師

研修講師

フラワー
コーディネーター

メイクアップ
アーティスト

TVカメラマン

音声 舞台制作

ベビーシッター

あらゆる職種において、スマホ一つで仕事を請け負える時代に
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フリーランスの課題

9

Q.あなたが今の働き方（フリーランス）を続けていくうえで、課題になっているものをお答えください。
（複数回答）

64.2

30.2

29.8

27.4

26.6

20.7

18.5

7.4

7.3

7.1

14.4

4.9

0 10 20 30 40 50 60 70

収入がなかなか安定しない(n=459)

社会的信用を得るのが難しい(n=216)

仕事がなかなか見つからない(n=213)

経理などの庶務・バックオフィス作業が煩雑(n=196)

他人とのネットワークを広げる機会が少ない(n=190)

自分のスキルが向上しているのかわからない(n=148)

企業側の発注スキル(n=132)

スキルを向上させることができない(n=53)

どのようなスキルが求められていのかわからない(n=52)

安心して決済・取引できる方法がない(n=51)

その他(n=103)

特に課題はない(n=35)

(n=715 単位：%)

※小数点以下第二位四捨五入

2019年調査では
36.3%（-8.9%）

出典：フリーランス白書2021（プロフェッショナル&パラレルキャリア・フリーランス協会）
https://blog.freelance-jp.org/20210325-12032/
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◼ フリーランスの請求業務におけるクラウド請求システムの利用率（BtoB取引事業者の場合）

10Copyright 2021 Freelance Association Japan  All rights reserved.

Q5.売上先の事業者にから支払いを受ける際に、請求書を発行していますか。 （単一回答）

⚫ B to B取引がある事業者496名のうち、請求書を発行している事業者は約8割。
⚫ クラウド請求システムの利用率は3割。

自身で請求業務を
行う事業者
83.5%

(単位：%)

Q6. 主に利用している請求書の発行方法を教えてください。（複数回答）

課税事業者
23.9%

常に発行している

58.5%

8.3%

8.3%

だいたい発行している

25.0%

(n=496)

(n=290)(n=124)

(n=41)

(n=41)

(n=414)

61.6%

31.6%

30.9%

0.2%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ExcelやWord、PDFなどで作成し

てメール等で送付 (n=255)

クラウド請求システム (n=131)

作成したものを紙に印刷して送付

または手渡し (n=128)

税理士に依頼 (n=1)

その他 (n=18)

※小数点以下第二位四捨五入

出典：消費税の転嫁の実態や請求業務に関するアンケート調査
（プロフェッショナル&パラレルキャリア・フリーランス協会）
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コロナ禍の影響と
顕在化した課題
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フリーランス関連政策（支援・保護）のこれまで

12

2018年3月厚生労働省「雇用類似の働き方に
関する検討会報告書」の５（１０）総括で挙
げられた事項等を基に、平田が加筆整理

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/00002007

51.html

経済産業省（中小企業庁）、厚生労働省、公正取引委員会等を中心に

近年フリーランスの環境整備が進行

ジョブマッチング機関
（業務委託版ハローワーク）

厚生年金
（一階建て、

障害年金・遺族年金に格差）

ハラスメントの防止
（セクハラ、パワハラ、

マタハラなど）

失業保険

健康保険
（傷病手当金・出産手当金が無い、
健診が手薄、高い保険料負担）

契約の履行確保

キャリア支援・助成
（教育訓練給付金、職業訓練受講

給付金）

労災保険
（保険料は自己負担、

職種制限あり）

契約内容の決定・変更・終了
ルールの明確化

最低報酬

出産・育児・介護の
セーフティネット

（出産手当金・育児休業給付金・
介護休業給付金が無い）

契約条件の明示

トラブルの相談窓口労働時間規制

業務トラブル対策
Business Trouble

事業リスク対策
Business Risk

ライフリスク対策
Life Risk

賛否両論 中立なルールやセーフティネットが必要
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◼ コロナ禍が今年度事業収益に与える影響【全体】

13

(n=715 単位：%)

Q.現時点での今年度事業収益の着地見込みを、昨年度と比較した場合の増減割合で教えてください。(単一回答）

変わらない
20.7%
(n=148) 1～3割減

22.2%
(n=159)

4～6割減
19.3%
(n=138)

7～9割減
10.3%
(n=74)

10割減
(-100%)
3.1%
(n=22)

1～3割増
11.5%
(n=82)

4～6割増
3.2%
(n=23)

7～9割増
0.4%
(n=3)

10割増(2倍)
以上
1.7%
(n=12)

わからない
答えたくない
7.6%
(n=54)

全体(n=715)

減った
55.0%

※小数点以下第二位四捨五入

出典：フリーランス白書2021（プロフェッショナル&パラレルキャリア・フリーランス協会）
https://blog.freelance-jp.org/20210325-12032/
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5.3
21.1

33.3
19.3

5.3

10.5

0.0
0.00.0 5.3

0.0

8.3

25.0

16.78.3

33.3

8.3
0.0

0.00.0

5.7

12.3

23.8

25.4

15.6
6.6

3.3

0.8 1.6 4.9

2.4

9.8

17.1

19.522.0

13.8

3.3
1.6 4.1 6.5

5.6

16.7

5.6

16.7

11.122.2

5.6

0.0

0.0
16.7

2.1

7.7

21.7

25.9
19.6

10.5

2.8
0.0

2.17.7

1.9

6.9

21.3

26.9
21.3

9.7
3.7

0.0

1.9 6.5

3.3

10.0

10.0

6.7

40.0

16.7

3.3
0.00.0

10.0

◼ コロナ禍が今年度事業収益に与える影響【職種別】
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(単位：%)変わらない1～3割減4～6割減7～9割減10割減 1～3割増 4～6割増 7～9割増 10割増(2倍)
以上

わからない
答えたくない

ビジネス専門職 (n=123) ビジネス事務職 (n=30)

IT開発関連の仕事(n=75)

減った
48.8%

減った
30.0%

※小数点以下第二位四捨五入

広告・メディア関連の仕事 (n=216)

減った
56.9%

・ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ/web/ﾌｫﾄ系
・出版・メディア系
・映像制作系

セミナー・イベント開催に関わる仕事(n=122)

減った
67.2%

・通訳翻訳系
・教育系

・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ系
・企画系
・人材系
・金融保険系

減った
36.0%

・事務・ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽ系

・ｴﾝｼﾞﾆｱ・技術開発系

対面でのパフォーマンスやケアが必要な仕事(n=57)

減った
78.9%

飲食・小売の仕事(n=18) 士業の仕事(n=12)

・芸術系
・美容ﾌｧｯｼｮﾝ系
・ｽﾎﾟｰﾂ・健康系
・医療福祉系
・ﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄ系

・士業系・営業・販売・小売系
・飲食系

減った
44.4%

減った
50.0%

増えた
27.8%

増えた
41.6%
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日本政府のフリーランス向け緊急支援策

15

3月9日に緊急要請を公開

Yahooニュース、NHK、
NEWS23、Change.org、 SNS、
メルマガ、等で瞬く間に拡散

↓

首相・大臣ヒアリング

↓

自粛解除を除き、ほぼ満額回答

フリーランス向けの主な支援策（2020年4月27日時点）

支給）
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持続化給付金の制度設計時に生じた問題①雑所得

16

⚫ 雑所得計上していたフリーランスの多くは、帳簿を付けていなかった

⚫ 物品の仕入れや外注などの経費支払いがなく、自分自身のスキルや稼働に対し

ギャランティをもらう職種の人たちは、毎月の収支を計算することがないため、

確定申告の目的以外では帳簿を付ける必然性を感じにくい

⚫ 税理士・税務署窓口担当者としても、あまりに情報やエビデンスに乏しいと

雑所得にせざるを得ない

⚫ 雑所得であれば、費目が不明瞭でも「必要経費」として申告できてしまう

⚫ 雑所得計上しているフリーランスが持続化給付金をもらえることに対して

フリーランス当事者の間からも批判や疑問の声が挙がっていた

「税理士がそうしていた」
「税務署でそうアドバイスされた」
「これまで何年もそうしてきて何も問題ないと思っていた」

⇒ フリーランスの会計・税務リテラシー向上と併せて、
事業者がきちんと帳簿を付けて、事業所得で申告することを

スタンダードにするためのインセンティブ強化に検討の余地あり



Copyright 2021 Freelance Association Japan All rights reserved.

持続化給付金の制度設計時に生じた問題②給与所得

17

⚫ 給与所得計上していたフリーランスは、取引先から給与明細が発行されていた

⚫ 事業者と労働者（非正規・日雇い含む）について、働き手自身と活用企業が

違いを認識できていないため、正しい記帳に繋がっていない

「業務委託契約を結んで、源泉徴収票や給与明細をもらっている」
「契約書がないので、雇用か業務委託か分からず働いていた」
「従業員ではないので、休業補償はもらえないと言われた」

開業届を出しておらず、

契約書も無く、本人の

自覚としても、事業者

なのか非正規労働者な

のか位置づけが曖昧

非正規労働・日雇い労

働の掛け持ちで生計を

立てているが、休業補

償がもらえないので持

続化給付金が欲しい

開業届を出して、業務

委託契約を締結してい

るが、特定の職場に毎

日決まった時間に出社

して、給与振込がある

事業者 労働者

開業届を出して、業務

委託契約を締結し、自

律的に働いているが、

給与明細が発行されて

いた

⇒働き手および活用企業の双方が、事業者（報酬）と労働者（給与）の違いや
会計・税務上のルールについて理解を深める必要がある
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一律支援の困難性①職種・就労形態の多様性

18

フリーランス協会一般会員（有料会員）属性
※ 2021年2月末現在本会員である5,702名を対象に集計

⚫ 法人経営者、個人事業主、開業届の提出義務がない人や、未提出の人が混在

（かつ行き来あり）

⚫ 職種やビジネスモデルも多種多様

⚫ 収益の発生方法・支払い方法・タイミングも多岐にわたる

⚫ 副業・兼業で収入源が複数あるケースも珍しくない

開業状況 職種（複数選択）

30%
26%

20%
13%

11%
9%

7%
6%
5%
5%
5%

4%
4%

3%
3%
2%
2%

2%
1%
1%

18%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

クリエイティブ・Web・フォト系
エンジニア・技術開発系

企画・広報・マーケティング系
コンサルティング系
出版・メディア系

映像制作系
営業・販売・小売系
ライフサポート系
スポーツ・健康系

通訳翻訳系
人材系

配達・運送系
事務・バックオフィス系

医療福祉系
教育系
芸術系

美容ファッション系
飲食系

金融保険系
士業系
その他



Copyright 2021 Freelance Association Japan All rights reserved.

一律支援の困難性①職種・就労形態の多様性
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取引先との
契約

雇用契約 雇用契約 雇用契約 雇用契約 業務委託
契約

業務委託
契約

マネジメン
ト契約

利用規約 業務委託
契約

業務内容に
よる

支払い 給与 給与 給与 給与 給与～業務
委託報酬

業務委託
報酬

ギャラン
ティー

業務委託
報酬

業務委託
報酬

業務内容に
よる

社会保険 企業で加入 企業で加入 勤務時間数
による

個人で加入 個人で加入 個人で加入 個人で加入 個人で加入 個人で加入 個人で加入

指揮命令 あり あり あり あり あり あり～なし あり～なし なし なし なし

時間・場所の
制約

あり※ あり※ あり※ あり※ あり※ あり※～
なし

なし なし なし なし

報酬の値決め
の裁量

なし なし なし なし なし あり～なし あり～なし あり～なし あり あり

取引先の数 1 1 複数 不特定多数 1 若干数 1
（事務所）

複数
（プラット

フォーム利用）

不特定多数 不特定多数

正社員
派遣社員・
契約社員

パート・
アルバイト

日雇い・
非常勤

偽装フリー
ランス

常駐フリー
ギグ

ワーカー
請負・
委託

事務所
所属

自営

労働者 事業者

フリーター 一部に、準従属労働者を含む

フリーランス＝個人事業主・法人経営者・すきまワーカー（開業届無）非正規雇用正規雇用

※テレワーク促進により、徐々に制約から解放

出典：「フリーランス白書2020 第1章はじめに」フリーランス協会

⚫ フリーランス（事業者）と労働者の境目が曖昧になり、グラデーション化

⚫ マッチングフォームや事務所を介すると請求書発行せずとも報酬が振り込まれる

⚫ 事業者としての自覚が希薄なフリーランスも存在
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一律支援の困難性②就労時間・年収の多様性
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⚫ フリーランスは会社員よりも就労時間のバラツキが大きく、

いわゆる時短の働き方を選択している人の割合が会社員より多い

⚫ 自身・顧客都合により、業務量や時間が常に変動し波がある（平準化できない）

⚫ 休業状態の個人事業主も多数存在（開業届・廃業届が有名無実化）

［会社員］
(n=1,030)

［フリーランス］
(n=869)

出典：「プロフェッショナルな働き方・フリーランス白書2019」フリーランス協会
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一律支援の困難性②就労時間・年収の多様性
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⚫ フリーランスは就労時間によって、年収の個人差が激しい

（もちろんスキルや経験値、関係性も大いに影響）

60時間未満

すきまワーカー

60時間以上
140時間未満

時短ワーカー

140時間以上
200時間未満

フルタイムワーカー

200時間以上

ハードワーカー

(n=185)

（単位：％）

(n=283) (n=241) (n=160)

出典：「プロフェッショナルな働き方・フリーランス白書2019」フリーランス協会
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コロナ禍で顕在化した課題への対応策
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・定期的に事業者の実態捕捉を行う仕組みの早急な構築
マイナンバー活用による就労・所得実態*の情報一元管理が理想
*開業届、源泉徴収票、支払調書、給与明細、確定申告書類、年金記録、銀行口座など

・フリーランスの会計・税務リテラシー向上

事業者と労働者の明示的区分の周知を含め、一般の起業家や中小企業とは異なるフリーランス文脈

に寄り添った解説が求められる

・帳簿付けのインセンティブ強化

税控除に加えて、青色申告者を各種公的支援（給付金・補助金等）の対象要件に

する、青色申告者の協会けんぽ（健康保険組合）加入を認めるなど

・クラウド会計ソフト普及を含む、会計業務のデジタル化推進

帳簿付けの作業コストを減らして心理的ハードルを下げる効果あり。電子帳簿保存法の要件緩和の

効果も期待される

・マッチングプラットフォーマーへの協力要請

事業者であることの同意取得、記帳および確定申告の指導、支払調書発行（電子含む）の義務化など
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フリーランスの
記帳水準向上に向けて

23
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◼ 税務情報の入手経路
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Q10．このような「税務の情報」についてどのような媒体で情報を入手していますか。（複数回答）

⚫ 税務情報の入手経路は「インターネット記事」が約7割。
⚫ 続いてSNSからの情報取得が4割弱。

※インターネット調査であるため、ネット経由の情報取得にバイアスがかかることに注意が必要。

(n=590 単位：%)

73.2%

37.3%

31.7%

21.7%

20.5%

16.9%

15.4%

15.4%

14.6%

8.0%

7.8%

6.4%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

インターネット記事 (n=432)

TwitterやYouTubeといったＳＮＳ (n=220)

クラウド請求システムや会計ソフトウェアベンダー等からの案内 (n=187)

税務署（ホームページを含む） (n=128)

マスメディア（テレビ・新聞・雑誌） (n=121)

同業の仲間 (n=100)

イベント（オンライン・オフライン問わず） (n=91)

友人や知人 (n=918)

税理士のような外部専門家 (n=86)

商工会や商工会議所（ホームページを含む） (n=47)

書籍 (n=46)

業界団体 (n=38)

その他 (n=8)

※小数点以下第二位四捨五入

出典：消費税の転嫁の実態や請求業務に関するアンケート調査
（プロフェッショナル&パラレルキャリア・フリーランス協会）
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フリーランス協会の会計・税務サポート①
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記帳支援

請求書発行 ※参考：ファクタリング

税理士相談

ベネフィットプランセミナー・イベント
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フリーランス協会の会計・税務サポート②
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オンラインメディア

コラム イベントレポート
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把握されている課題
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事業者の自覚 クラウド会計サービスの留意点

良くも悪くも独立・副業のハードルが下がったことで

会計リテラシーの低下を招いているので、これまで以上に寄り添った支援が必要

どういう状態になっていれば正解
なのか、着眼点を持っていない

仕訳ミス、消込ミス、重複ミスな
どが残っていても気づけない

預金残高が合っていない（事業用クレ
カの引落し口座が私用口座になっている等）

プライベートと事業の財布・口座
を分けていない

スキルシェアをバイト感覚でやっ
ている（請求書無し、経費無し）

開業届を出さなければ確定申告を
しなくて済むと考えている

学ぶタイミング

年1回の申告なので、なかなか知
識として身に付きづらい

ベンダーは1～3月ではなく、3～5
月にマーケティングした方が良い

税理士との関係

売上水準から考えると、顧問契約
は費用的ハードルが高い

会計用語が理解できないので会話
がスムーズに進まない

現金会計だと利用メリットがない
（要オンラインバンキング／キャッシュレス化）

オンラインで相談対応・サポート
できる税理士は重宝される
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記帳水準向上のための公的支援アイディア
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・開業届提出時に個人事業主デビューキット配布

確定申告ハンドブック、クラウド会計サービス各社チラシ、小規模企業共済、国民年金基金ほか

各種相談窓口・支援制度・助成金などの案内等を同封する。

参考例）母子手帳キット

・フリーランス向けオンライン個別相談窓口

年間を通じて税理士が無料で個別相談に応じる。簡単な質問はChatworkやslack、LINE WORKS等の

チャットツール*で対応（即レス不要）。細かい相談は事前予約に基づき、zoomやTeams等のビデオ

会議ツールで画面共有しながらサポート。 *チャットボットとは異なる

参考例）フリーランス・トラブル110番

・フリーランス向けYoutubeチャンネル開設

多数のフォロワーを抱える税理士Youtuberのチャンネル等を参考に、専門用語を多用せず、

フリーランスの商取引を前提にした解説動画をストックしていく。

参考例）大河内薫のマネリテ学園（登録者数28.9万人）、ヒロ税理士（登録者数22.1万人）

・フリーランス向けSNSアカウント開設

確定申告時期のカウントダウン、各種ニュース・お知らせ、Youtube動画などをPUSH型で配信する。
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フリーランス向け
福利厚生・保険

キャリア支援

副業・兼業人材活用

実態調査・白書

副業解禁

セカンドキャリア支援

政策提言

副業デビュー支援

関係人口創出

TwitterFacebook Instagram

ご清聴ありがとうございました
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For more information, follow me!




